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おわりに
はじめに
西欧社会で歴史的に形成されてきた「法の支配」という概念は，多義的であ
るとされるが， 一般的には形式的位相（理解・定義）と実体的位相（理解・定
義）に区分して主張される場合が多い1)。他方で，タマハナは「法の支配」の
2つの位相を横断して，紛争当事者の法的権利を独立した司法による公平な裁
判によって実現する，およびそうした人権保障の制度的メカニズムを整備して
いることが，「法の支配」の最小限の「中核的要素」と指摘する2)。この西欧
で確立された伝統的なリベラリズムの色合いを濃厚に持つ「法の支配」概念か
ら，次のような疑問が生じる。こうした「法の支配」が移植されたが十分に機
能していない非西欧社会において，司法以外に人権を保障する装置としてどの
1) 「法の支配」の形式的位相（理解・定義）と実体的位相（理解・定義）について
は，［松尾 2006]142-145頁，［松尾 2009]233-235頁，［タマハナ（四本監訳）
2011] 第 7 章• 第8章， ［安田 2012]第I章を参照。
2) [タマハナ（松尾訳） 2006] 242, 245頁。
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ような制度が存在するのか?3) また，そうした制度的装置による紛争解決お
よび人権保障の実態や特徴は何であるのか？ さらに，裁判外の紛争解決制度
を組み込んだ「法の支配」概念の構想と，その非西欧社会における適合可能性
の程度とは？ その一端を，カンボジアにおける代替的紛争解決 (Alternative
Dispute Resolution: ADR) を事例にして考察するのが，本稿の目的である。
カンボジアでは何世紀もの間，伝統的に非公式の ADR(これは「コミュニ
ティ・ジャスティス」4)と位置づけることができる）が日常的に実践されてき
た。遠隔地では，ワット（仏教寺院）で仏教僧により生活上の紛争を解決する
ことが村人により行われてきた5)。現在でも，調停を通じた紛争の解決は日常
生活の一部であり，人びとは紛争を‘‘刑事"または“民事"事件として考えるこ
とはない。さらに，紛争が当事者の利益に重大な危害を与えない限り，人びと
は行政当局や裁判所に事件を持ち込むことよりも妥協を好む6)。国家により公
式に承認された ADRとして， 1970年以前は国王による調停が実施され， 1963
年の民事訴訟法では部分的に和解を承認していた7)。社会主義政権の時代には，
行政単位ごとに設置された「司法の代理人」 Gusticerepresentative)が和解を通じ
て家庭内問題などを処理し，工場や会社では監督者が内部の紛争を調停した見
カンボジアの現代史において，本格的に ADRが政府による公式な紛争解決方
法の一部となったのは， 1993年に「自由民主主義体制」と「市場経済体制」を採
用した新憲法が制定され，現在のカンボジア王国が成立して以降のことである。
その背景には，① 汚職や行政による司法の統制といった独立した司法の不機能叫
3) アジア法を含む非西洋法を分析・評価する「法の支配」概念の柔軟化を主張する
ものとして， ［松尾 2006] を参照。
4) コミュニティ・ジャスティスについては，［安田 2005]第9章，［久保 2011]
314-317頁を参照。
5) コン・パラックは，遠隔地では裁判所が遠<'村人にとって裁判所は異質でワッ
トの方が親しみやすいと述べる [Adler2010b] 155から引用。
6) [Kong 2012b] 13-14. 
7) [Kong 2012b] 13, footnote 48, 49. 
8) [Donovan 1993] 92-95. 
9) 国連カンボジア人権状況特別報告者であるスベディは，カンボジアで司法が評／
- 187 - (1487) 
関法第63巻第5号
② 権威主義化した政府による「法の支配」ではなく「法による支配」の実施
の強化といった課題がある。
そうした課題を克服する方途のひとつとして，比較的近年に，国際機関や諸
外国の支援を得ながら，新しい法律が整備され， ADRがカンボジアの公式法
システムに導入され始めた10)。ADRという裁判外の紛争処理の 3つの形態と
される，交渉 (negotiation), 調停 (mediation), 仲裁 (arbitration)のそれぞれに
ついて，カンボジアで公式法化された具体例として，次のようなものがある 11)0 
交渉については， 日本の法整備支援により， 2006年に公布された民事訴訟法で
は，訴訟過程において和解による紛争の解決を強調している（第97条• 第104
条• 第220条） 12)。カンボジア社会において常に重要な役割を果たしてきた調停
については，公式法化されたものが多い。家庭紛争は，離婚の場合は裁判所へ
送られる前に郡評議会で15日間の調停による和解（婚姻および家族に関する法律
第42条）。労働紛争は，労働省の調停による和解（労働法第300条 ・301条 ・303条）。
土地紛争は，政府の土地委員会または土地紛争解決のための国家当局による調
停。商業紛争は，商業省が主宰する国家仲裁センターによる調停（商事仲裁法
＼価されない理由として， ① 裁判官と検察官の地位に関する法律の欠如， ② 裁判所
の組織および機能に関する法律の欠如， ③ 多くの裁判官と弁護士，特に古い世代
が，法の支配の基本的な原則および裁判で求められる国際法基準の適切な知識の欠
如， ④ 汚職と司法制度の運用の態度に起因する多くの人びとの裁判所に対する恐
怖心， ⑤ あらゆるレベルの裁判官に普及した汚職，⑥ 裕福者と権力者により利用
されてきた裁判手続き，⑦ 人的，財政的，物理的な資源の欠如， ⑧ 人口に占める
弁護士と裁判官の数の低い割合，⑨ 曖昧な権力分立 （行政府による司法の支配）
の9点を挙げている [Subedi2011] 254-255。
10) 2003年にカンボジア政府は司法制度改革戦略を策定したが，その中身は，① 基
本的権利と自由の保障の改善， ② 法の支配の貫徹を目指す立法作業の近代化， ③
法情報の普及， ④ 法曹養成の強化と司法の質の向上， ⑤ 独立した司法の確立に向
けた関係法令の整備， ⑥ 代替的紛争解決方式の導入， ⑦ 司法行政能力の向上， と
いう 7点で構成されている［四本 2009]200頁。 なお， 1993年に新憲法が公布され
て以降のカンボジア政府による法・司法制度改革に概要については， [Kong
2012b] chapter IIを参照。
11) 主として， [Adler 2010b]を参照。
12) カンボジア王国民事訴訟法の日本語訳は，財団法人国際民商事法センターのウェ
ブサイトを参照。http://www.icclc.or.jp/index.html
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第37条）。民事紛争は，政府の司法サービス・センター計画を通じた郡評議会
での調停がある。従来，カンボジアにおいて一般的ではなかった仲裁について
は， 2001年に労働仲裁のための仲裁評議会を設立する最初の ADR法が施行さ
れ， 2006年には商事仲裁法という 2番目の ADR法が制定された。これらには，
仲裁機関による仲裁手続が規定されている13)。
こうしたカンボジアにおける ADRの急増を背景に，アメリカの著名な
ADR研究者のアーノルド・ザックは， ADRの利用において最も興味深い変
化が，効果的にカンボジアで起きているとのべる 14)。そのカンボジアにおいて，
ADRとして最も活発に機能しているのが，カンボジア仲裁評議会による労働
紛争の仲裁である 15)。仲裁評議会を事例として取り上げるのは，それがカンボ
ジアを代表し最も成功している ADRだというのがその大きな理由である。仲
裁評議会の活動を分析対象とすることで，カンボジアにおける裁判以外のオル
タナティブな人権保障メカニズムの特質が最も明確に描き出すことができると
考えるからである。
そのために，第 1章では，仲裁評議会による労働紛争の解決を分析する前提
として， 1993年のカンボジア王国の成立から2002年に仲裁評議会が設立される
期間を中心に，仲裁評議会設立の背景（経済や生活状況，労働環境）について
のべる。第2章では，仲裁評議会の概要として，組織，権限，機能などについ
て説明する。第3章では，仲裁評議会による調停や仲裁の成果と具体的な事例
研究を紹介する。第 4章では，専門家だけでなく労働者や使用者という紛争の
当事者の声を紹介して，仲裁評議会の評価について言及する。第 5章では，仲
裁評議会の活動が，カンボジアにおける人権保障の面でどのような影響を与え
てきたのかについて触れる。最後に，仲裁評議会による労働紛争の解決の過程，
成果，評価を分析して得られたカンボジアにおける ADRの特質と，司法以外
13) 商事仲裁法で規定されている国家商事仲裁センターについては， [Seng2010] 
を参照。
14) ザックは中国をもうひとつの事例として挙げているが，それは幻想であるという
[Zack 2009] 3。
15) [四本 2009]201頁。
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の人権を実現する制度から見た仲裁評議会の位置づけについてのべる。
第1章仲裁評議会設立の背景
I. 経済•生活状況16)
(1) 経済状況
カンボジアに飛躍的な経済成長をもたらす最大の契機となったのは， 1991年
10月にパリ和平協定が締結されて内戦に終止符が打たれ，カンボジアが国際社
会に復婦したことであった。1992年6月，カンボジア復興閣僚会議 (ICORC)
が東京で開催され，国際社会はカンボジアの復典と開発に支援することを示し，
総額8億8000万ドルの拠出金が公約された。以後，カンボジアの名目 GDPの
約13% (1993-2003年平均）に相当する多額の援助が続けられた。
1993年憲法で基本原則として市場経済体制が採用（第56条）されたことは，
外貨に安心感をもたらした。1996年にアメリカがカンボジアヘの最恵国待遇供
与法を施行した前後から，台湾，中国，香港などから縫製業への投資が急増し
た。以後，縫製業は，カンボジアの第 1の輸出産業として急成長し， GNPの
成長を強力に牽引していく 。
こうした 2つの要因が重なり， 1993-2003年間の経済成長率の平均は6.3%
に達した。その結果，カンボジアの実質 GDPは， 2003年には1993年の1.9倍
に拡大し， 1人当たりの実質 GDRも同じ期間に1.3倍に増加した。
実質 GDPの産業別構成比の変化については， 1年間の目立った変化として，
農業の占める割合が8%減少する一方で，製造業が2.7倍もの増加を示した。
製造業が伸びた理由は，縫製業が拡大したことである。1993年にカンボジア王
国が成立して以降，すべての経済部門が成長してきたが，製造業が農業と並ぶ
基幹産業に成長したことが，最大の成果である。
カンボジアの対外貿易について見ると，その規模は， 1993年から2003年まで
の間に，輸出が7.2倍，輸入が5.4倍という大幅な増加になった。対名目GDP
16) この項目は， 主として［天川 2004]13-37頁，［上田・岡田編 2006]334-343頁
に依った。
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比で見ても，輸出が11.4%から49.0%に，輸入が19.0%から61.8%にまで拡大
した。貿易品目について，輸出は， 1980年代の主要輸出品であったゴムと木材
の地位が低下する一方，縫製品が一大輸出品として成長した。 2004年には，衣
類関係品目が総輸出額の 7割強を占め，輸入についても，縫製品の材料が35%
を占めるまでになった。
貿易対手国も縫製品の輸出先とその材料の輸入先が上位を占めている。輸出
上位 3国は，① アメリカ，② 中国，③ ドイツとなっている (2004年）。アメ
リカ向け輸出はカンボジアの輸出総額の約半数近く (46. 9%) を占めているが，
その97%が衣類関係品である。衣類関係品については，アメリカ向け輸出が総
額の65%を占めており，カンボジアの縫製品輸出はアメリカ市場に大きく依存
している。輸入上位 3カ国は，① 中国，② 台湾，③ タイであり (2004年），
中国からの総輸入額の60%が縫製品の材料である。
最後に就業については， 1993-2002年の間に就業者総数は約1.6倍に拡大し
た。産業別に見ると，農業・林業の就業者数が全体に占める割合が13%も減少
した。 一方，製造業の従事者数は 6倍以上に増加し，全体に占める割合も大き
く伸びた。しかし， 2002年時点において，製造業の就業者数は全体の8.7%で
あり，その規模はまだ小さく， 一方，農林水産業は就業人口の70%を擁し主要
産業であり続けていた。
このように， 1993年以降のカンボジア経済は，国際機関や支援国の開発援助
に支えられ，縫製業に強力に牽引されて順調に成長してきた。
(2) 生活状況
先に見たように，パリ和平協定による国際社会への復婦と市場経済体制の導
入により， 1993年以降，カンボジアは年平均6.3%の経済成長を誇るまでに
なったが，国民の生活水準は依然低い。その理由として，第 1に， もともとの
生活水準が低かったこと，第 2に，経済成長の恩恵が都市，特にプノンペンに
偏ったことが考えられる。この点は，所得貧困と所得格差に見られる。
所得貧困とは，「それ以下では生存が脅かされる。さまざまな財（食糧，医
療，家屋等）の消費水準（あるいはそれを実現する実質所得水準）」を示す貧
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困ラインを設定し，その貧困ラインに届かない個人あるいは世帯を「貧困層」
と定義することで把握される貧困のことである。カンボジア版「貧困削減戦略
ペーパー」である「国家貧困削減戦略 2002-2005」に掲載されている貧困層
の数値 (1997年）によると，国民の 3-4割が貧困層であること，プノンペン
では約 1割，農村部では約 4割が貧困層と認められる。
初の社会経済調査であった1993/94年のデータと， 1999年社会経済調査の
データから， 1人当たり消費支出階層別の 1人当たり月間支出額について，プ
ノンペンと農村部の比較による間接的な所得格差の変化の考察から，次のよう
なことが判明されている。第1に，プノンペンと農村部がともに平均支出額が
大幅に増加している。第2に，平均支出額の増加率は，プノンペンのほうが農
村部の約 2倍であり，プノンペンと農村部の支出額の格差は拡大している。た
だし， 1993年以降の経済成長が，プノンペンと農村部の両方で，地域内の階層
間格差を大きく拡大する方向には働いてはいない。
次に就業について，実働状況は， 1993/94年と2001年11月時点の労働力人口
の実働状況の変化から，次の 3点が指摘されている。第 1に，労働力率が全体
としてかなり上昇している。第2に， 20歳から59歳の労働力率の男女差が，全
国的に縮小している。第3に，都市部の失業率が大幅に低下した。 2001年11月
時点のデータに基づく地域間および男女間の相違の調査から，次の 3点が指摘
されている。第 1に，労働力率の現れ方に，プノンペンとそれ以外とに明確な
相違が見られる。プノンペンでは， 10代男女と成人女性の労働力率が，他地域
と比べて極めて低い。第2に， 10代人口では，地域を問わず，女性のほうが男
性よりも労働力率が高い。第3に，失業率は極めて低いが，不完全就労率が非
常に高い。
就労形態については，就業で見た同じ年月のデータから， 1990年代にカンボ
ジア国民の就労パターンが大きく変化したとまではいえない。プノンペンの男
性を除き，雇用関係にある就労者は少ない。自営業者と，そこで無償で共に働
く家族労働者が，カンボジアにおける就労の支配的形態である。変化が2点窺
われる。第 1に，その他fl-I都と農村部において，男性の家族労働者の割合が倍
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以上に拡大している。第 2に，女性については，地域を問わず，従業員が大幅
に増加している。これは，近年の縫製業による雇用創出のおかげである。
業種について就業形態別に見ると，その特徴として，第 1に，自営において，
農業・狩猟が多数を占めるが，陸上運輸業，小売業，卸売業，食品加工業，織
物業も上位に挙がっている。第 2に，従業員のカテゴリーにおいて，行政・国
防の比率が全体として非常に高い。地域による就業業種の相違については，農
村部では農業・狩猟の比率が就業形態を問わず格段に上昇している。プノンペ
ンやその他州都では，特に男性において行政・国防従事者の比率が高い。また，
農村部の女性従業員の 4割以上が，衣類製造業に従事している。近年の縫製業
の発展が，農村部の女性に都市近郊の工場地域への出稼ぎという形態で雇用の
機会を提供していると考えられる。
最後に，国連開発計画 (UNDP)の人間開発指数について触れておく。
1993年のカンボジアの人間開発指数は 0.325で， 174カ国中156位であった。こ
れに対し， 2001年の人間開発指数は 0.556となり， 175カ国中130位であった。
この間，カンボジアは人間開発の面でも向上していることが見て取れる。
以上， 1993年以降の約10年間におけるカンボジアの経済と生活の状況につい
て簡単に見てきたが，最大の顕著な特徴として指摘できるのは，やはり縫製業
の飛躍的発展とそれにともなう女性に対する雇用の増大であろう。後述するよ
うに，この点が労働紛争を激化させる要因となるのであった。
2. 労慟環境
(1) 労働に関する法
国際社会への復帰と市場経済体制の導入は，カンボジアが従来の閉鎖的な農
村社会から，富と人が急速に流動する社会へと大きく変貌する契機となった。
それにともない，労働の分野では，低賃金な非熟練労働者の獲得を求めて外国
企業の投資が拡大し，その結果として労働問題が発生する環境を生み出す可能
性が十分にあった。この点を見越して， 1993年憲法では，労働に関する権利規
定が多く盛り込まれた。性別を問わない同一労働・同一賃金の原則（第36条第
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2項），団結権（第36条第 5項），ストライキの権利（第37条），女性差別の禁止
（第45条），人身売買および売春の禁止（第46条），妊娠を理由とする解雇の禁止
および有給の出産休暇の権利（第46条第 2項），子どもの権利（第48条）などの
諸権利が保障された。こうした憲法上の権利保障の実質化を図るために， 1997
年 3月に労働法 (19章396ヵ条）が制定された17¥
1997年の労働法は，国際労働機関 (ILO) とアメリカの労働運動の支援を受
けて起草された。労働法は，フランスの影響を大きく受けた1972年のカンボジ
ア労働規則，国際労働基準， 1992年のカンボジア労働規則などの法を参照にし
たハイブリッドな法律である。労働法は，民間企業の雇用関係に関して詳細な
規制の枠組みを備えているが，家事労働だけは排除されている。この法律に含
まれている主要なトピックは，賃金と利益，労働時間，休暇，健康と安全，訓
練解雇である。労働法は， 1992年の労働規則にはない ILOの鍵となる労働
権を導入している。その主なものとして，① 労働紛争を解決するための制度
の設立，② 労働者が労働組合を形成し，組合員になる権利の挿入，③ 団体交
渉権の確立，④ ストライキの権利の保障である18¥
労働分野における国際基準に関して，これまでカンボジアは 13の ILO条約
を批准しており，その内の 7つが， 1999年に批准されている（第87号「結社の
自由および団結権保護」，第98号「団結権および団体交渉権」，第100号「同一
報酬」，第105号「強制労働廃止」，第111号「差別待遇」（雇用および職業），第
118号「均等待遇」（社会保障），第150号「労働行政」） 19)。ただし， 1993年憲法
第31条の規定「カンボジア王国は，国際連合憲章，世界人権宜言並びに人権，
女性の権利及び子どもの権利に関する条約並びに協定が定める人権を承認し，
17) [四本 2001]131頁。
18) [Adler and Woolcock 2009] 170-171. カンボジア労働法の概要については，
[Kong 2012a] を参照。1997年労働法（英語）の条文については，次のウェブサ
イトを参照。http://www.arbitrationcouncil.org/Documentation/labour%20law%20KH% 
20and%20EN%2097 /La bor%20La w%2097%20EN. pdf 
19) International Labour Organization website, http://webfusion.ilo.org/public/db/ 
standards/ normes/ appl/index.cf m ?lang= EN 
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尊重する」を，カンボジアが批准した ILO条約にまで拡大するのか否かにつ
いて明確ではないとされる20)。
1993年憲法第36条「労働組合結成の権利」の規定， 1997年労働法の制定，
ILO条約の第87号と第98号の批准は，カンボジアにおいて初めての自由で独
立した労働組合の結成と発展にとって重要な制度的要因となった21)。自由で独
立した労働組合の急増が，労使関係の対立を促す契機ともなる。
このように，カンボジアは， 20世紀末に労働に関する法を一応整備したが，
こうした法改革が自動的に労働関係に変化をもたらすわけではない。国際的な
労働基準の達成は，新たな制度改革プロジェクトとその実施を必要とした。そ
れはカンボジアの外部（国際社会）から立ち上げられた。
(2) 制度改革
労働法や国際労働基準を満たすために，アメリカの財政的支援を受けた 2つ
のILOプロジェクトが創設された。一方は，「縫製工場における労働条件を監視
する独立した制度の運用」（監視プロジェクト）であり，他方は，「透明性があ
り，公平かつ迅速な紛争手続」の開発（労働紛争解決プロジェクト）である22¥
① 監視プロジェクト
1995年から1998年にかけて縫製工場が急増し，それにともない，労働組合の
活発化とストライキの多発，国際的な労働団体による労働条件の注目など，カ
ンボジア国内で労働問題が政治問題化した。 1999年にアメリカとカンボジアの
間で二国間協定が調印され 「合意のインセ‘／アイフ」として，織物とアパレ
20) [Adler and Woolcock 2009] 170. ただし， 2007年7月10日の憲法院の判決によ
り，カンボジアが批准した国際法は国内で直接適用されることが決定した。カンボ
ジアにおける国際法の位置づけは，憲法の下位で法律より上位である。また，カン
ボジアが批准した ILO条約については，ILO憲章に基づく義務（報告書の提出，
監視など）に拘束される。ILO条約の効力と加盟国の義務については，［吾郷
2005]第10章から第15章を参照。カンボジア王国憲法 (1993年）の日本語訳は，
［四本 2007] を参照。
21) [Nuon and Serrano 2010] 28-29. 1997年末に20団体だった労働組合は， 2002年
1月には245団体， 2009年末には1000以上の労働組合， 27の連盟，7つの連合， 1 
つの連合連盟が存在した [Nuonand Serrano 2010] 70。
22) [Adler 2007] を参照。
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ル産業において労働法や国際的に中核となる労働基準を含む労働条件を満たせ
ば，年14%まで割当てを増やすという約束が交わされた。この商業的なインセ
ンティブがすべてのステークホルダー（使用者，労働組合，政府）による労働
条件の改善の実施を促す第一歩となった。しかし，法律を監視し執行する信頼
できる国家制度が欠如したカンボジアにおいて，労働条件の遵守をどう確保す
るのかが問題となった。そこで創設されたのが， 2つの ILOプロジェクトの
ひとつである縫製工場の「監視プロジェクト」であった。この制度に基づき，
すべての縫製品輸出業者は ILOによる査察を受け， ILOの調査によりアメリ
力が割当ての増加を決定することになった。監視プロジェクトの注目すべき点
は，カンボジア国内の労働法の遵守の監視に ILOが関与すること，監視と割
当ての明確な結びつきを用意したことである23)。
監視プロジェクトの実施以降，カンボジアにおける縫製工場の労働条件は全
体として改善が見られ，組合率も毎年増加した。しかし，アメリカとカンボジ
アの二国間協定の期限が切れた2004年以降，反労働組合の活動が復活しつつあ
る24)。このカンボジアにおける工場改善のための監視プロジェクト (Better
Factories Cambodiaと呼ばれる）に対して， ILOは労働基準の遵守にプラス
の働きをしたという評価をした。その成果に後押しされるかのように， 2009年
以降， ILOはカンボジアで経験したモデルを修正した労働基準を遵守するた
めの技術協力を，様々な国で展開している25)0 
② 労慟紛争解決プロジェクト
監視計画と異なり，労働紛争解決プロジェクトは，紛争を予防し，起きた紛
争を迅速かつ公平に解決する， 一般的に対立と衝突よりも調和と協力を奨励す
る労使関係制度の開発に貢献する親密な協力を育む制度を強化することに重点
が置かれた26)。
23) [Adler and Woolcock 2009] 172-173. 
24) [Adler and Woolcock 2009] 173-174. 
25) この点も含め， BetterFactories Cambodiaの詳細については［香川 2010] を参
照。なお,Better Factories Cambodiaのウェブサイトも参照。http://betterfactories.org/ 
26) [Adler and Woolcock 2009] 177-178. 
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2002年にこの計画が立ち上げられたときには，基本的に労働紛争を解決する
3つの方法があった。第1は，交渉による成果を模索すること。第2は，和解
または執行手続のために，問題を労働省に照会すること。第3は，権利紛争は
裁判所により処理すること。しかし，これら 3つの方法はそれぞれ欠点があっ
た。工場における苦情申立てを処理する制度が未発達であり，紛争処理の失敗
が暴力や示威行動を増大させていた。紛争の調停と法律の執行手続に責任を持
つ労働監察官は，低賃金と制限された能力による不十分なサービスの提供で，
人びとの信頼を失っていた。同様の問題を裁判所も抱えていた。こうした環境
に対応できるものとして注目を集めたのが，労働法で規定されていた労働裁判
所であった。しかし， ILOは，強力な政府や民間部門の利益による圧力なし
に，カンボジアで作業する法の支配の古典的な機関（独立した，拘束力のある
決定を下す権限を有する機関）を確保することは困難だと結論した。その代わ
りに，仲裁評議会と呼ばれる新しい仲裁裁判所 1997年の労働法で規定され
たが，決して運用されることのなかった機関一—-(J)設置に焦点を当てることが
決定された27)。
1997年の労働法第12章に則り， 2002年12月11日付けの「仲裁評議会に関する
社会問題・労働・職業訓練および青年リハビリテーション省令338」により，
仲裁評議会が設置された。2003年 5月1日，労働紛争解決プロジェクトにより
ILOから技術支援を受け，業務を開始した。
第2章仲裁評議会の概要
1. 組織の構造と構成28)
仲裁評議会は，労働・職業訓練省29)の管轄下にある事務局から執行面での
支援，仲裁評議会財団から技術面での支援を受けている。事務局は，労働・職
27) [Adler 2007]. 
28) この項目は， [Kong 2010] を参照。図1も参照のこと。
29) 社会問題・労働・職業訓練および青年リハビリテーション省は， 2004年の政治的
暗礁が解決した後，労働・職業訓練省と社会問題・青年リハビリテーション省に分
離した。
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図1 仲裁評議会の構造
仲裁評議会
1/3 
政府リスト
出典： [Kong 2010] 170から筆者が作成 （一部改編）。
労働・職業訓練省
仲裁評議会事務局
1/3 
使用者リスト
|使用者
業訓練省から任命された 2人のスタッフの支援を得た事務局長により率いられ，
仲裁評議会の事務的要求を管理し，調整している。仲裁評議会は，財政面では，
アメリカ労働省，アメリカ国際開発庁 (USAID), ILOの労働紛争解決計画，
世界銀行，オーストラリア国際開発庁を通じたニュージーランド国際援助開発
庁，開発協力のための教会間組織，アジア財団， レヴィ・シュトラウス財団な
ど，多数のドナーから援助を受けている。
仲裁評議会は，非常勤のボランティア仲裁人で構成されており，会長やス
タッフはいない。現在の仲裁人は30人30),使用者，労働者，政府からそれぞれ
3分の 1が選出されることから，仲裁評議会は三者間の機関である（省令99第
30) 2002年の省令338は改正され， 2004年4月21日に，若干の修正版が2004年の省令
99として出された。両方の省令では，仲裁評議会の構成員は15人以上となっている
（第 1条）。 21人の仲裁人の最初の集団は， 2003年5月1日に事務所を開設した
(2003年省令96)。21人の仲裁人の 2番目の集団は， 2004年5月1日に仕事を開始し，
その多くは最初の集団から再指名された (2004年省令103)。2004年7月13日，新た
に6人の仲裁人が指名された (2004年省令265) [Arbitration Council Foundation 
2007] 18。
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3条）。仲裁人は省令により毎年任命され（省令99第 1条），死亡，辞任，専門的
な違法行為がない限り再任される （省令99第2条）。
仲裁人の資格として， 25歳以上，道徳的資質があり， 3年以上の関連する労
働経験が必要とされ，政府から指名される仲裁人は法学士または他の同等以上
の法的資質および労働法とその規則に関する確かな知識の保有者，使用者と労
働者から指名される委員は労働法とその規則に関する確かな知識および1年以
上の労働問題解決の経験者が対象とされる（省令99第 6条）。この仲裁人資格の
条件から，仲裁評議会は専門的機関と見なせる。なお，仲裁人の任命には，
1993年憲法第31条に規定されている非差別条項が適用される （省令99第8条）。
仲裁人は，完全に独立しており，労働紛争の解決について，誰も仲裁評議会
または仲裁人に指示を与えることはなく，労働法第312条で規定されている権
限の範囲内で作業する（省令99第11条）。この独立的機関としての仲裁評議会の
地位が，後に見るように関係者から高い評価を受けている理由のひとつであ
る31)。
労働法第309条に基づき仲裁評議会に提出された労働紛争は，特別に構成さ
れる仲裁パネルにより紛争が検討され，解決される。仲裁パネルは仲裁評議会
の3人の仲裁人で構成され，使用者は使用者リストから 1人の仲裁人を選び，
労働者は労働者リストから 1人の仲裁人を選び，選ばれた 2人の委員が仲裁パ
ネルの議長となる 3人目の仲裁人を政府リストから選ぶ。3人目の仲裁人の選
出に関して合意が得られない場合，政府リストから簸により選ばれる（省令99
第12条）。仲裁パネルを構成する仲裁人は，相互にまたは紛争当事者との間に
中立性や独立性に疑義が生じた場合，その立場を辞退することになっている
（省令99第15条）。仲裁パネルを構成する仲裁人が職務を果たすことができない
場合，代理の仲裁人が選ばれる（省令99第17条）。
31) コン・パラ ック は，仲裁評議会が独立性を維持している理由として， ① 仲裁人
が ILOの労働紛争解決計画により適切に選ばれていること， ② 仲裁人はよく教
育され高い倫理観を持っていること， ③ 仲裁的裁定が法律と衡平に基づきよく組
織されていることの 3点を指摘する [Kong2010] 165。
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2. 機能と権限
労働法第12章には，個別的紛争と集団的紛争の 2種類の労働紛争およびその
解決方法が規定されている。個別的紛争とは，① 使用者と 1人またはそれ以
上の労働者個人との間に生じ，② 労働契約，団体交渉の合意または効力を有
する法律および規則の文言の解釈または執行に関連する紛争である （労働法第
300条）。一方，集団的紛争とは， ① 1人またはそれ以上の使用者と労働者の
集団との間の紛争である（当事者），② 労働条件，専門的組織の権利行使，専
門的組織の承認または労使関係における問題に関連する紛争における問題（主
題となる問題），③ 企業の破壊または社会の平和を危険にさらすことになり得
る（結果）紛争である（労働法第302条）32¥ 
労働・職業訓練省内の労働監察部により，提起された紛争が個別的紛争か集
団的紛争かの決定がなされる。この点が重要である，というのも，その分類が，
その紛争に適用する紛争解決手続の類型を決定するからである。個別的紛争は，
当事者の自発的な苦情申立てにより，労働監察官による調停によって紛争を解
決する。調停による合意に達することができない場合は，当事者が2ヵ月以内
に管轄権のある裁判所に苦情申立てをすることができるが，そうしなければそ
の訴訟は無効となる（労働法第301条）33)。他方，労働法第310条によれば，仲裁
評議会だけが集団的紛争の解決に関与できる34)。この集団的労働紛争を解決す
ることが，仲裁評議会の最大の機能であり役割である。
集団的労働紛争の 3つの条件についての詳細は，次のようになっている。
「当事者」には使用者と労働者，専門的組織（使用者協会，労働組合）を含む。
「1人以上の労働者」の具体的な人数は明確ではないが，① 関与する労働者
32) 個人的紛争と集団的紛争の相違については，図 2を参照。なお， 一般的に労働法
で労使紛争を個別的紛争と集団的紛争に区分する点については，［菅野 2012]795 
頁を参照。
33) 労働法は，個別的紛争を解決する権限を持つ労働裁判所の設置を予定している
（労働法第387条）。しかし，現在までのところ労働裁判所は設置されていない。労
働裁判所が設置されるまでは，通常裁判所が代行することになっている （労働法第
389条）。
34) [Arbitration Council Foundation 2007] 12. 
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図2 労働紛争の流れ図
労働?
個別的紛争
D 
自発的
省による和解／
カンボジアの労働裁判所
紛 争
D 
集団的紛争
n 
任 務 的
労働省による和解／調停
じ
仲裁評議会における
任務的仲裁
※労働裁判所は設圏されておらず，
現在は通常裁判所が代行
出典 [Austermiller 2010a] 178より筆者が作成（一部改編）。
が自分たちを集団であると理解しており，自分たちの要求を一緒に追求する際
に集団的利益を有していること，② 労働者の集団からもたらされる要求が，
労働組合の支持を得る場合， 一般的にその要求は満たされることになるとされ
る。「主題となる問題」について，「労働条件」は賃金，労働時間，週の休日，
休憩，その他（解雇前の手当，退職金など），「専門的組織の権利行使」は①
反労働組合の差別，② 労働組合員または組合活動への参加を理由とする解雇，
③ 組合費の控除，④ 示威行動。これらの点については， 1人の労働者だけが
関与しても集団的紛争になる。組合が支持すれば普通は集団的紛争に分類され
る。「専門的組織の承認」は，① 法律で規定されている団体交渉の拒否，②
仕事場における労働組合の最も代表的な地位の承認。「労使間の問題」は幅広
い。「結果」については，十分な大きさの労働者の集団と十分な関与が必要で
あり，労働組合が支持する紛争は，普通この 3番目の条件を満たす35¥
35) [Arbitration Council Foundation 2007] 9-12. ちなみに，労働組合の判断と関与
があれば，個別的紛争が集団的紛争へと移行する可能性もある [Arbitration,? 
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労働法第312条において，仲裁評議会の権限が規定されている。仲裁評議会
は，① 報告書で明記されている調停できなかった問題，② 紛争の直接的結果
である報告書に引き続く出来事から生じる問題だけを処理することができ，そ
れ以外の事柄を審査する職務は有しない。仲裁評議会は，法律または規則，集
団的合意の解釈および執行に関する紛争について，法的に決定する。仲裁評議
会は，企業の経営状況および紛争に関与している労働者の社会的地位を調査す
る権限を有する。仲裁評議会は，その任務を遂行するうえで役に立つあらゆる
文書、またば情報の提示を当事者に要求する権限も有する。仲裁評議会は，専
門家に援助を求めることもできる。労働法第312条では，実効力を持つことに
なった仲裁的裁定は，集団的合意と同じ方法で記録され登録されることになっ
ている。
仲裁パネルは，労働法第309条に則り，仲裁評議会に照会されたあらゆる集
団的労働紛争について決定する（省令99第32条）。仲裁パネルは，① 労働法，
② 労働法に基づく規則，③ 団体交渉の合意またはその他の労使間の専門的な
関係から生じる義務，これらに対するあらゆる侵害を完全に救済する権限を有
する。労働法および省令99の範囲内で，仲裁パネルは，公正かつ公平であると
思われる民事的補償または救済措置をとる権限を有し，そこには，① 解雇さ
れた労働者を元のまたはその他の適切な地位に復職させる命令，② 迅速な未
払い賃金の支払い命令，③ 紛争の当事者により実行されているあらゆる示威
行動を早急に終息させる命令，④ 制限のない報復を含む，あらゆる違法的な
または禁止された行為を早急に終息させる命令，⑤ 交渉の命令，⑥ 省令99第
30条に基づく解決に従う命令，⑦ 団体交渉の合意に対する言葉の確定，⑧ 適
切であるその他の命令が含まれる（省令99第34条）。このように，仲裁評議会は，
仲裁的裁定という決定を下す権限を有する準司法的機関である。
'¥.Council Foundation 2007] 14。労働法の専門家によると，個別的紛争と集団的紛
争の区分は形式的なものであり，その境界は曖昧で，両者は相互に入れ替わること
もある［菅野 2004]371頁。
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3. 集団的労働紛争の解決過程36)
集団的労働紛争を解決する過程には，調停と仲裁という 2段階の手続がある。
この調停と仲裁のサービスに対する当事者の費用は無償である （労働法第316
条）。
(1) 調停
調停は，集団的労働紛争を解決するために利用する最初の過程である。労
働・職業訓練省に紛争が通知された後， 48時間以内に調停人が指名されなけれ
ばならない（労働法第304条）。調停は15日以内に完了しなければならない。当
事者は相互の合意により調停の期間を延長することができる （労働法305条）。
すべての当事者は調停の場に出席し，調停の進行中または刑罰の受けている間
はいかなる敵対行為も抑制しなければならない （労働法第306条• 第363条）。
調停が合意に達した場合，合意は文書化され，すべての当事者により署名さ
れ，調停人により署名および保証される。保証された合意は，団体交渉による
合意と同じように効力を有し，紛争の当事者および法的に彼らを代表するあら
ゆる労働者を拘束する （労働法第307条）。 調停による問題の解決が失敗した場
合，調停人は未解決の問題であることを記した，調停できなかった報告書を書
かなければならない。調停人は，調停の結果から48時間以内にこの報告書を労
働・職業訓練省に提出しなければならない （労働法第308条）。
調停できなかった未解決の紛争は，次の手続のどれかひとつに照会されなけ
ればならない。① 団体交渉の合意における仲裁手続，② 当事者により合意さ
れた他の手続， ③ 労働法で規定された仲裁手続 （労働法第309条）。
(2)仲裁
団体交渉の合意で代替的手続がないまたは当事者間の合意がない場合，労
働・職業訓練省は調停人による調停できなかった報告書を受理した後3日以内
に仲裁評議会に事件を照会しなければならない（労働法第310条）。事務局は，
調停できなかった報告書を受理した後3日以内に，仲裁パネルを構成する 3人
36) この点は， [Arbitration Council Foundation 2007] 16-34が詳しい。また，図 3
も参照。
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図3 仲裁評議会による紛争解決の流れ図
仲裁評議会における任務的仲裁
~ 
当事者が団体交渉の合意か拘束力
のある仲裁を選択
! 
仲裁評議会による裁定
! 
仲裁的裁定は当事者を拘束する
（労働監察官が執行を支援）
当事者が裁定に
違反した場合 1 
カンボジアの通常裁判所に提訴
＼ 
I当事者が拘束力のない仲裁を選択 I
↓ 
仲裁評議会］こよる裁定
↓ 
8日以内に裁一に反対する
-[ ~ ? ? ?
仲裁的裁定は拘束力がなく，当事
者は他の行動をとる自由がある
↓ 
三
----↓ 
??
?
当事者がカンボジアの
通常裁判所に提訴する
当事者はストライキやロックアウ
トのような示威行動をとる
出典 [Austermiller 2010a] 184より筆者が作成（一部改編）。
の仲裁人を選ぶあらゆる措置をとることが要求される（仲裁評議会手続規則 3-
l) 37)。仲裁パネルを構成する仲裁人は，仲裁パネルが構成されてから 3日以
内に，電話などにより話し合いをする。そこでの決定事項（当事者との会議の
日時と場所など）は事務局に報告され，事務局から当事者に通知される（仲裁
評議会手続規則 4-1)。
仲裁手続の最後に決定を下す前に，仲裁パネルは，当事者から聴聞を実施し
なければならない（省令99第18条）。聴聞の際，当事者は弁護士または当事者に
37) 仲裁評議会手続規則は， 2002年省令338の附属書として出され， 2004年省令99附
属書として再び出された。仲裁手続は，この規則を遵守することが要求されている
（省令99第31条）。
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より文書で資格を与えられた他の人により代表されることがある（省令99第19
条）。仲裁過程の期間，紛争当事者は，ストライキまたはロックアウト，その
他の状況を悪化させるようないかなる行動も控え，仲裁パネルが求めるすべて
の会議に出席しなければならない（省令99第20条）。仲裁の進行はクメール語で
行われ，パネルで他の言葉を使いたい，またはクメール語を話さない証人を召
喚したい当事者は，聴聞に専門的な通訳者を連れてこなくてはならない（省令
99第23条）。仲裁の聴聞は，当事者から見学を許可する合意がなければ，非公開
で実施される（省令99第29条）。
当事者は，あらゆる文書および他の役に立つ情報を仲裁パネルに提供する38)。
仲裁パネルは，紛争に関連する文書の作成を要求する権限も有する。パネルは
専門家から援助と証拠を得る（労働法第312条，省令99第24条）。パネルは適切と
見なせばあらゆる証人を調査する権限を有し，当事者も同じく証人に質問する
権利を有する（省令99第26条）。当事者により仲裁パネルに提供された，または
パネル自身により入手されたあらゆる文書は，すべての当事者に伝えられなけ
ればならない（省令99第27条）。
仲裁パネルは，最後に当事者による調停を促す機会を持つ。仲裁過程の期間
に当事者間でなされた合意は，仲裁的裁定の対象となる（省令99第30条）。双方
の当事者が延長に合意しない場合，仲裁は終了しなければならず，仲裁評議会
は事件を受理してから15日以内に裁定を出さなければならない （労働法第313条，
省令99第30条• 第39条）。仲裁評議会が期限内に決定を下さない場合，労働者は
ストライキの権利を行使できる（労働法第320条）。正当な理由がなく，当事者
が仲裁パネルの前に姿を現さない場合，パネルはその当事者が欠席する中で事
件の聴聞を進める，または裁定により進行を終了する権限を有する（省令99第
21条）。
仲裁パネルの最終決定は，仲裁評議会の裁定となる（省令99第12条）。「裁定」
38) 聴聞において，当事者の主張を支持する証拠の提出に失敗した場合，仲裁パネル
がその当事者の事件について反対推論をする，または他方の当事者の証拠を受理す
ることになりうる [ArbitrationCouncil Foundation 2007] 25。
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とは，仲裁評議会の最後に書かれた決定に対する公式名称である。仲裁パネル
の3人の仲裁人は，決定について合意を得ようと試みる。しかし，合意が不可
能な場合，パネルは多数決により決定する （省令99第36条）。省令99第38条は，
裁定の要求を 8つ規定している。その中には，① 手続の要約，② 要求と反対
要求の記述，③ 適用する，参照する関連した法律条文とともに裁定で与えた
決定に対する理由などが含まれる。
仲裁評議会を通じて一度裁定が出されると，直ちに当事者に通知しなければ
ならず，当事者に裁定の保証された写しを提供しなければならない （労働法第
313条，仲裁評議会手続規則 5- 3)。裁定と裁定の要約は，仲裁評議会のウェブ
サイト上でクメール語と英語で公表もされる39)。
仲裁パネルは，その任務を開始する前に，紛争の当事者に対して，「拘束力
のある裁定」と「拘束力のない裁定」の選択を求める。どちらを選ぶかによっ
て，裁定の効力が異なってくる40)。裁定が即座に執行されるのは，① 当事者
が裁定により拘束される文書に合意する場合（「拘束力のある裁定」を選択し
た場合），② 当事者が裁定を拘束するために提供される団体交渉の合意により
拘束される場合である（省令99第42条）。その他の場合（当事者の双方または片
方が「拘束力のない裁定」を選択した場合），仲裁評議会の裁定に拘束された
くない当事者は，裁定の通知の受理から 8日以内に事務局に異議申し立てする
（労働法第313条，省令99第40条）41)。裁定に対する異議申し立てをすることは，裁
39) 今のところ，仲裁評議会はそのすべての決定に対する理由を公表し，その決定を
公的に利用できるカンボジアで唯一の裁判所である [ArbitrationCouncil 
Foundation 2007] 30。仲裁評議会のウェブサイトは， http://www.arbitrationcouncil.org/
40) 仲裁評議会のウェブサイトに掲載されている， Overviewof the Arbitration 
Hearing Process http:/ /www.arbitrationcouncil.org/lnformationforParties/ 
Overviewof theArbi tra tionHearing Process/ tabid/ 64/language/ en-US/Defaul t.aspx 
を参照。図3も参照。なお，最初は「拘束力のない裁定」を選び，途中で「拘束力
のある裁定」に変更することも，当事者の合意により可能であるとされる [Adler
2010] 180。
41) 労働法第313条では，登録されたメールまたは他の信頼できる方法で異議申し立
てできると規定されているが，「信頼できる方法」という言葉の定義はない。実際，
すべての当事者は仲裁評議会の事務局に反対意見を述べ，労働・職業訓練省を通/'
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定が実効力を失う（省令99第40条）。両方の当事者が許された期限内 (8日以内）
に裁定に対する異議申し立てをしなければ，裁定は実効力を有する（労働法第
314条，省令99第41条）。
一度裁定が実効力を持つと，労働監察官はその執行を支援する（省令99第35
条）42)。どちらかの当事者が実効力のある裁定の遵守を拒否する場合，他方の
当事者は裁定の執行を裁判所に要求することができる（省令99第46条）。当事者
が裁判所に，仲裁評議会の裁定が次のような理由に基づき不公平であると証明
する場合，当事者は，最終かつ拘束力のある裁定の承認と執行を避けることが
できる43)。① その当事者が，裁定者の選択に十分に関与していない，仲裁手
続について十分に知らされてない，事件について完全に意見表明することを不
公平に妨げられた場合，② 裁定を下すことに関連する労働法またはこの省令
で指示されている手続が遵守されない場合，③ 仲裁評議会が，労働法または
この省令により与えられている権限を超えて裁定を言い渡した場合（省令99第
47条）。すべての実効力のある裁定（調停の合意と仲裁的裁定）は，関与した
企業，関連する外1または特別市の労働監察署で公示されなければならない（労
働法第315条）。
労働紛争には，権利紛争（現存する法的利益に関連する紛争）と利益紛争
（将来の利益に関連する紛争）の 2種類がある44)。仲裁評議会による集団的労
働紛争の解決の結果に当事者の片方が反対した場合，権利紛争と利益紛争では
＼じて大臣に直接提出されている [Kong2010] 168。
42) 労働監察官の権限は，① 使用者またはその代表および労働者を監督する，② 使
用者またはその代表による法律の遵守を観察する，③ 遵守されていない法律の条
文を公式の報告書に記入する，④ 労働者の健康と安全に急迫かつ重大な危険があ
ると信じるに足る理由がある場合に，緊急措置をとる命令を出すこと，⑤ 労働法
およびそれに関連する執行に違反した犯罪者に罰金を科すこと，である（労働法第
347条）。労働監察官は，労働法第16章「罰則」で規定されている罰金を科す（労働
法第359条）。
43) 逆に言うと，カンボジアの裁判所は司法上の裁定と同じように仲裁的裁定を執行
しなければならない [Adler2010a] 183。
44) [Arbitration Council Foundation 2007] 7-8. 一般的に労働法で労使紛争を権利
紛争と利益紛争に区分する点については，［菅野 2012]795頁を参照。
- 207 - (1507) 
関法第63巻第5号
その後の対応の方法が異なる45)。権利紛争では，権利侵害された当事者は，裁
判所を通じて解決を求めることができる。もちろん，権利侵害された当事者は
裁判所に行くことを強要されない。当事者は他方の当事者に団体交渉の合意や
法律を遵守させるために，ストライキやロックアウトのような行動もとる。こ
の場合，ストライキやロックアウトは権利紛争を解決するための道具として利
用される。利益紛争の事件では，当事者は裁判所へ行くことはできない46)。仲
裁が失敗した場合，当事者は利益紛争に対して自ら解決方法を見つけなければ
ならない。これは，ストライキやロックアウトのような活動を含む。
重要なことは，労働者はストライキをする前に，紛争を解決するためのすべ
ての平和的な方法を使い果さなければならないことである（労働法第320条）。
集団的労働紛争の場合，「平和的な方法」に通常は仲裁を含める。仲裁評議会
が法律に規定された期限内に裁定を出すことに失敗した場合にも，ストライキ
の権利は行使できる（労働法第320条）。
なお，利益紛争を解決するたに出された仲裁的裁定は，当事者がその裁定に
代わる新たな団体交渉の合意を作成しなければ， 1年間は効力を残す（省令99
第43条）。この規定によって，当事者が仲裁評議会に他の利益紛争を持ち込む
こと， 1年間は利益紛争に関してストライキの実施を効果的に防ぐことにも
なっている（労働法第321条）。これは， 1年の間に，新たな団体交渉の合意を
促進する猶予期間を設けているとも見なせる。
以上のことから，仲裁評議会による集団的労働紛争の解決は，① 調停と仲
裁という 2段階の手続がある，② 調停前置主義を採用している，③ 仲裁の期
間でも調停が奨励されている，④ 仲裁には「拘束力がある裁定」と「拘束力
のない裁定」がある，⑤ 利益紛争については司法による最終的解決が担保さ
45) 図3を参照。 一般的に，権利紛争の場合は裁判所への提訴，利益紛争の場合は特
別の紛争解決制度を設けている諸国が多い［菅野 2004]371-372頁，［菅野 2012]
795-798頁。
46) カンボジアの裁判所は，労働者が賃金の上昇を獲得できるか否か，法律により提
供されている以上の労働条件を求めることができるか否かというような問題を決定
する権限がない [ArbitrationCouncil Foundation 2007] 34。
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れていない，⑥ 紛争解決が迅速（時間が有効的）である（調停と仲裁ともに
15日以内に結論），⑦ 裁定に公開性がある，⑧ （違法な）ストライキヘの対策
となっていることなどを特徴として挙げることができる。
仲裁評議会の権限と機能は，日本の労働委員会による集団的紛争の解決と多
くの点で類似する。労働裁判所がない日本では，労働紛争に関するすべての事
件（個別的紛争と集団的紛争）は，通常の裁判所の民事訴訟手続によって処理
される。この点を別とすれば，労働委員会による集団的紛争の処理方法（労使
委員と公益委員の三者構成による，あっせん，調停，仲裁という手続）は，仲
裁評議会とほとんど同じである47)。また，東南アジア諸国の労働紛争の解決方
法は，国によって微妙に異なるが，調停による解決が失敗した場合，仲裁裁判
所等による仲裁手続において，任意仲裁では「拘束力のある裁定」しかなく，
カンボジアにはない大統領・大臣や行政機関による強制仲裁が共通して存在す
る48)。その意味で，紛争の当事者が「拘束力がある裁定」と「拘束力のない裁
定」を選択できること，利益紛争は裁判所による解決方法が存在しない点が，
仲裁評議会の最大の特徴である。
第3章 仲裁評議会の成果と事例研究
1. 活動の成果
ここでは，仲裁評議会財団が作成した『2009年版年次報告書』49)(以下，『年
次報告書』と略）と仲裁評議会が半年ごとにまとめて発行している裁定のダイ
ジェスト版50)(以下，ダイジェスト版と略）を紹介し，これまで仲裁評議会が
行ってきた活動の成果を見たい。
47) 日本の労働委員会による集団的紛争解決については，［西谷 2008]第6章を参照。
48) 東南アジア 5カ国（フィリピン，マレーシア，シンガポール，タイ，インドネシ
ア）の労使紛争処理システムの特色と共通点については， ［神尾 2001] を参照。
49) Annual Report 2009 (Arbitration Council Foundation, 2010). 仲裁評議会のウェ
ブサイトに掲載されている。http://www.arbitrationcouncil.org/Documentation/
A C%20Annual%20Report%202009%20ENG.pdf 
50) The Arbitration Council Digest, http:/ /www.arbitrationcouncil.org/ Awards/ 
AwardDigest/tabid/69/language/ en-US/Default.aspx 
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(1) 2009年の成果
年次報告書によれば， 2009年に仲裁評議会が受理した事件の数は180件， 124
件に仲裁的裁定が出され， 56件が合意により解決した。仲裁的裁定の中で，拘
束力のある裁定が出された数は32件であった。 2009年の仲裁評議会による集団
的労働紛争の解決の割合は， 69.36% (その内訳は，「裁定の前の当事者間の合
意」 35.71 %, 「完全なまたは実質的な裁定」 29.55%, 「裁定に基づいた裁定後
の解決」 4.1%)。部分的または未解決の紛争の割合は，「部分的に実施された
裁定」 6.39%, 「実施されていない裁定」 16.41%, 「その他」 7.84% (当事者
が現われない，仲裁過程の期間にストライキまたはロックアウト）となってい
る。 2009年に仲裁評議会が受理した事件のほとんどは縫製産業であったが，観
光，接客，マス・メデイア，サービス業や製造業（漫画，飲料水，刀剣，ギャ
ンブル，ゴミ，ガソリン，セメント，美容室など）も含まれていた。
やはり，紛争の解決率が約70%であることは特箪に値する。件数的には合意
よりも裁定の方が2倍以上多いが，紛争解決率では合意の方が10%強上回って
いる点が興味深い。拘束力のある裁定が出された割合は20%以下と圧倒的に少
ないが，すく後でのべるように，それ以前と比べてどうなのかという点にも注
目しておきたい。紛争当事者が所属する産業がカンボジア最大の第2次産業で
ある縫製産業から多様化している点も重要である。
(2) 年間成果の推移
仲裁評議会が設置された2003年から2009年までのカンボジアにおける労働者
数の推移は，表 1の通りである。 2003年に 3万人台であったが， 2004年には一
気に 8万人を突破し，前年度の 3倍近くもの急増である。 2005年は減少したが，
2006年には10万人を超え，その後毎年 1万人以上増えている。
労働者数の増加に伴い，労使紛争が増加するのもある意味当然の現象である
が， 2003年から2009年までの労働者数の推移（増減）は，そのまま仲裁評議会
が受理した労働紛争の事件数に反映している（表2参照）。カンボジアにおい
ては，労働者数と仲裁評議会の紛争受理数に相関関係があるといえる。
仲裁評議会による労働紛争の受理数と解決方法（裁定と合意）の変化を示し
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2004年
2005年
2006年
2007年
2008年
2009年
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表 1 カンボジアの労慟者数
労働者数 労働者数
2003年 31,695 2007年 129,554 
2004年 89,224 2008年 134,954 
2005年 80,578 2009年 148,310 
2006年 112,847 
出典：「年次報告書』 13頁。
表2 仲裁評議会による紛争事件の受理数と解決方法
受理数 裁定 拘束力 非拘束力
31 18 ， ， 
114 77 31 46 
81 50 17 33 
120 80 26 54 
148 91 35 56 
159 105 41 64 
180 124 32 92 
注： 2003年は 7ヵ月間 (5月に仲裁評議会が設置されて以降）のデータ。
出典：「年次報告書』 13-14頁より筆者が作成。
合意
13 
37 
31 
40 
57 
54 
56 
たのが，表2である。「裁定」と「合意」を合計したのが「受理数」であり，
「裁定」数は「拘束力」（拘束力のある裁定）と「非拘束力」（拘束力のない裁
定）を合わせた数字である。
「裁定」と「合意」の比率について， 2003年だけは「裁定」 58%, 「合意」
42%となっているが， 2004年以降は，若干の差はあるものの「裁定」が6割台，
「合意」が4割台で推移している。労働紛争の解決において仲裁評議会が決定
する 2つの方法である「裁定」と「合意」の比率は，これまでの経験から 6対
4であるといってよい。
「拘束力」と「非拘束力」の比率については， 2003年は両方とも50%, 2004 
年は「拘束力」が40%で「非拘束力」が60%, 2005年から2008年までは「拘束
カ」が3割台で「非拘束力」が6割台， 2009年は「拘束力」が26%で「非拘束
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表3 仲裁評議会による紛争解決の結果の類型
2004年 2005年 2009年
裁定の前の当事者間の合意 31.5% 42% 35. 71 % 
完全なまたは実質的な裁定 20.5% 34.5% 29. 55% 
裁定に基づいた裁定後の解決 13% 0% 4.1% 
部分的に実施された裁定 8.5% 4% 6.39% 
実施されていない裁定 23.5% 19.5% 16.41% 
その他 3% 0% 7.84% 
出典： 2004年と2005年はダイジェスト版の各年号から箪者が作成。
カ」が74%となっている。基本的に「非拘束力」の裁定数が「拘束力」のそれ
を上回っている。 2005年から2008年までは，両方の比率の差は約 2倍であった
が， 2009年はその差が約 3倍になった。今後の推移を見守る必要がある。ただ
し，これまで当事者の多くが拘束力のない裁定を選択し，仲裁評議会も非拘束
の裁定を出すことが一般的であるといわれてきた51)。しかし，このデータを見
る限り，割合は少ないものの拘束力のある裁定も出されていることが窺える。
仲裁評議会が試みた労働紛争の解決の結果を類型化したのが，表3である。
統計が公表されている 3年間のデータから，次のことが分かる。第 1に，紛争
の解決率が70%前後と非常に高いことである（表の上から 3つの項目を合計し
たものが解決率となり， 2004年は65%, 2005年は76.5%, 2009年は69.36%)。
第2に， 6つの類型の中で「裁定の前の当事者間の合意」の割合が一番高いこ
とである。仲裁評議会による集団的労働紛争の解決は，調停と仲裁という 2段
階があったが，仲裁の前に行うことになっている調停の段階での合意により，
問題が解決されることが多いということである。第 3は，紛争解決率について
も「裁定」よりも「合意」の方が高いことである (1番目と 3番目の項目を合
わせたのが「合意」， 2番目が「裁定」。両者の差は， 2004年は23%, 2005年は
51) 例えば， [Adler 2010a] 183を参照。紛争当事者が，拘束力のある裁定を選んだ
件数は，当初は見られなかったが， 2006年が10件， 2007年が6件， 2008年が10件と
なっている（ダイジェスト版の各年号を参照）。
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表4 ストライキに関与した事例数とその受理数に占める割合
2004年 2005年 2006年 2007年 2008年
事例数 46 18 28 13 24 
割 合 40.4% 22.2% 23.3% 8.8% 15.1 % 
出典：ダイジェスト版の各年号から筆者が作成。
7 .5%, 2009年は10.26%の開きがある）。表 2では，この 3年間はすべて「合
意」よりも「裁定」を出す件数が多かったが，実際上，調停による合意で紛争
が解決される傾向が強いといえる52¥
仲裁評議会が受理した労働紛争の中でストライキに関与した事例数とその受
理数に占める割合を示したのが，表4である。ダイジェスト版にはストライキ
に関与した事例について具体的に記していないが，① ストライキが起きた労
働紛争が仲裁評議会に持ち込まれた場合，② 仲裁評議会の裁定の後にストラ
ィキが生じる場合が考えられる。第2章で見たように，ストライキの前に平和
的な方法の行使を要求している労働法（第320条）の規定を考えると，後者の
場合が多いと思われる。ストライキに関与した事例は， 2004年は40%を超えた
が， 2005年と2006年は20%台に減少し， 2007年は10%を切ったが， 2008年は再
び15%を超えて前年度よりも 2倍近く増えた。全体的には， 2003年に仲裁評議
会が設置されて以降，ストライキが関与した事件数は減少傾向にあるといえ
る53)。ただし，国内外の政治・経済・労働事情の変化により変化する可能性も
十分に考えられるので，今後の推移を見る必要がある。
最後に，仲裁評議会による集団的労働紛争の解決の内容について触れておく 。
ダイジェスト版によれば，これまで，懲戒と雇用期間の終了，使用者の地位，
一般的な労働条件，労働契約，女性の労働権，解雇，職場の安全と健康，スト
52) 世界銀行によるカンボジア小企業の調査では，紛争解決の手段として好まれたの
は， 1番が交渉， 2番が調停であり，裁判所への提訴は最下位であった [World
Bank 2007] 40。
53) ILOと世界銀行の調査 (2006年）によれば，過去 5年間における労使紛争の発
生と紛争解決に費やす時間が95%以上減少したという [ILOand World Bank 
2007] 21。その分，ストライキが起きる件数も減少したと考えられる。
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ライキ，労働組合と労働者の代表，賃金とボーナス，仕事の一時的停止，使用
者の特権，医療診察の費用などについて裁定が出されている。
2. 事例研究
(1) 事例1: 調停を通じた裁定後の紛争解決 (169/09-PCCS2009年12月30日）
PCCS縫製会社から解雇された労働者が，その不当性を求めて仲裁評議会
に提訴された事例である54)。2009年12月30日，仲裁評議会は， PCCS縫製会
社に，カンボジア労働組合連合と PCCSのカンボジア労働組合により代表さ
れる51人の労働者を復職する命令（拘束力のない裁定）を出した。しかし，当
事者は仲裁的裁定の完全な実施が困難であり，仲裁評議会が更なる解決に向け
て支援することを要求した。この事例では，仲裁評議会は当事者に対して調停
の実施を認めた。調停における仲裁人の経験と問題を解決したいという当事者
の意思により，双方の当事者の協力を得て，仲裁評議会の決定が最終的には実
施された55¥
この事例の興味深い点は，仲裁評議会による（拘束力のない）裁定が出され
た後に，紛争当事者の要請により調停の再開を仲裁評議会が承認したことであ
る。結果的には，裁定が実行されたものの，それが裁定後の調停という当事者
の話し合いを通じてなされたことに，紛争の解決に調停が重視されるというカ
ンボジアの特徴が見られる56)。
54) PCCS縫製会社による短期雇用を含めた労働条件の問題点については，次の
ウェブサイトを参照。http://www.workersrights.org/Freports/PCCS_Garment_
Report_ 1-15-08.pdf 
55) 「年次報告書』 15頁。
56) カンボジア経済研究所による使用者と労働者に対する仲裁評議会のサービスに対
する意識調査では，労働紛争解決のために労使双方が一番好んだ制度が社内制度
（交渉，調停，調査など）であり，仲裁評議会は重要で時間がかかる紛争の場合に
利用するという結果が報告されている [EconomicInstitute of Cambodia 2010] 17。
調停を好む傾向が，仲裁評議会による紛争解決過程においても貫かれていることが
窺われる。
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(2) 事例 2 : 「過去の慣行」の再定義 (95/09-TackFat 2009年8月2日）
この事例は，縫製工場の TackFat会社に対しカンボジア・アパレル労働者
民主組合連合により提訴された。4つの争点の中で，会社に対する組合側の要
求のひとつが，健康保障基金（死亡，火災，病気，貧困など労働者の困難な事
態に対処するための基金）の継続であった。組合側は基金の継続は拘束力のあ
る過去の慣行であると主張したが，会社側は国家社会保障基金を支払わなけれ
ばならないのと同様に，健康保障基金を支払い続ける会社の義務はないとのベ
た。仲裁評議会は，過去の慣行に基づき健康保障基金を支払うべきか否かを考
えた。多くの仲裁的裁定で述べられている「過去の慣行」の定義とは，長い期
間存在し，繰り返し起こり，明確で持続的であり，労使双方により承認され受
け入れられている慣行である。これは，過去の慣行が当事者を拘束し，要求の
ための正統な基礎であることを意味する。これまでの裁定において，仲裁評議
会は多くの異なる過去の慣行の事例を与えてきた。しかし，この事例の場合，
仲裁評議会は，過去の慣行を停止すべきか否か，いつ停止するのかについてよ
り深く考慮した。仲裁評議会は，ある状況を満たした場合，過去の慣行を合法
的に廃止できるという決定を下した。それは，環境が実質的に変化した場合，
当事者が慣行の中止について交渉または合意をすることができる，新しい慣行
に合意できる，またば慣行を廃止できるということである。結果として，仲裁
評議会は，健康保障基金の継続は過去の慣行であると判断したが，グローバル
な経済危機の影響による会社の資金不足，健康保障基金よりも労働法で規定さ
れた国家社会保障基金の方が労働者に有益であるという理由で，会社側が健康
保障基金に対して支援を継続する義務はないと決定した57¥
この事例では，仲裁評議会は裁定を出す際の基準や理由として，関連する法
令だけではなく当事者による「過去の慣行」を参照していることが分かる。と
りわけ，過去の慣行を廃止できる条件として，環境の変化に伴う当事者の交渉
や合意を明確に指摘している点が注意をひく 。今回の事例は従来通り，仲裁評
57) 95/09--Tack Fat, htp://w四 .arbitrationcouncil.org/awards/9509%20Tack%20F at_ 
ENG_FINAL.pdf 
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議会が新たな過去の慣行を確定した。しかし，裁定が公表されることを考慮す
ると，過去の慣行や新たに作り上げだ慣行（の遵守）による紛争の予防，そう
した慣行にしたがった当事者同士による紛争の解決を促しているように思われる。
(3) 事例 3 : 司法に頼らない正義の実現 (61/11-Cambrew2011年7月7日）
これは，カンボジア・フードサービス労働者連盟とカンボジア・アパレル労
働者民主組合連合が，アンコール・ビールの製造・販売会社 Cambrewに対し
て提訴した事例である。争点は，① 未払いの休日出勤の上乗せ賃金を支払う
義務があるか否か，② 2年以上勤務した労働者と長期雇用契約を結ぶか否か，
という 2つの点であった。争点 1については，労働法（第137条と第139条）の規
定や過去の裁定から，仲裁評議会は，通常勤務の 2倍という休日出勤の賃金の
支払いを認め，会社側にその不足分を関係する34人の女性労働者に支払う命令
を出した。争点 2については，労働法（第67条と第73条）の規定や過去の裁定か
ら，短期雇用契約で2年以上勤務した労働者は長期雇用契約に転換することが
規定事実となっており，仲裁評議会は， 34人の女性労働者を長期雇用契約にす
ることを会社側に命令した58¥
しかし，会社側は仲裁評議会の裁定が非拘束の決定で実効力がないことを根
拠に，仲裁評議会の命令の実施を拒否した。そのため，女性労働者は危険を承
知の上で， 7月25日，ストライキに踏み切った。ストライキの開始から 8日後
(8月2日），プノンペン特別市の副市長が調停を申し出て，ストライキは一時
停止した。その間，警察および会社側と女性労働者の間で衝突が起こり，労働
者に負傷者も出た。 1週間後の 8月9日，調停が実を結び，会社側は仲裁評議
会の裁定を遵守することを約束した。 8月29日，未払いの休日賃金が34人の女
性労働者に支払われた。ストライキの開始から調停が実るまでの約 2週間，カ
ンボジアのメデイアがこの問題を報道したこともあり，国内でアンコール・
ビールのボイコットが起きた。この動きに呼応する形で， Cambrewの半分の
58) 61/ 11-Cambrew, http://www.arbitrationcouncil.org/awards/ A_611LCambrew _ 
E.pdf 
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株式を所有する国際的に著名なビール製造会社である Carlsbergに対して，そ
の本拠地であるデンマークで圧力をかける運動が生じ，国際的な労働組合連合
やNGOも連携して活動を展開した59¥
この事例で注目すべきことは 2点ある。第 1は，当事者の片方（会社側）が
（拘束力のない）裁定を拒否したことから，他方の当事者（労働者）が合法的
なストライキを起こして問題解決の行動に出たことである。争われた内容が労
働法の規定にあることから，この紛争は「権利紛争」であり，裁判所に提訴す
ることもできたが，当事者は裁判に頼らずに紛争解決の手段としてストライキ
を選んだことである。第2は，当事者のストライキによる権利主張に対して国
内外の労働組合や NGOが呼応し，国際的連帯による社会運動のうねりが問題
解決に大きく貢献したことである60)。労働権の国際的基準が，司法（法的正義
の執行）ではなく，社会正義を要求する当事者とその支援者とのグローバルな
連帯による政治的・社会的な運動により実現していることが，カンボジアにお
ける労働紛争解決の大きな特徴であるといえる。東南アジア諸国には，公益訴
訟や人権委員会の活動において，様々な利害関係者が対話と説得によって紛争
を解決する（社会正義を実現する）試みを行っている国もあるが，これらは国
内の関係者だけで推進されている61)。それに対して，カンボジアにおける仲裁
評議会を利用した集団的労働紛争の解決では，関係者のグローバルな連帯に
59) 仲裁評議会による裁定後の動きについては，次のウェブサイトに掲載されている
関連記事を参照。http://www.fairtradebeer.com/FTBreports.html#protest201l
60) Cambrew事件と同じく，当事者と国内外の労働組合や NGOの連携による多様
なアドボカシー活動で紛争を解決した事例として，ラ ッフルズ・ホテル事件がある。
この事件の経緯については， AsianFood Workerに掲載されている次の 2つの
ウェブサイトを参照。
http:/ I asianfoodworker.net/?p= 1660, http://asianfoodworker.net/?p= 1657 
この事件の仲裁的裁定 (22/04-RafflesHotel le Royal and Union of Raffles Hotel 
le Royal 2004年 6月 7日）については，次のウェブサイトを参照。http://www. 
arbi tra tioncouncil.org I a wards/ 22.04-Le%20RoyaLe. pdf 
カンボジアの縫製会社 RiverRichが関与したリバー・リ ッチ事件についても，同
様の紛争解決過程を経た。その経緯については， [ Gregoratti and Miller 2011] を参照。
61) この点については， ［安田 2008] を参照。
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よって実行されている点に，顕著な特色と大きな意義がある。
第4章仲裁評議会の評価
ハミルトンは，仲裁評議会の稀に見る成功に貢献した多数の要因として，特
に次の 6点を指摘している。① 国際的ドナーの援助とともに，政治的に中立
的な形式で選ばれた仲裁人の共同管理と仲裁人の高い経験，教育，高潔さ，②
3人の仲裁人を選ぶ三者間の選択過程が当事者の信頼を増し，片方の当事者に
向けられる仲裁人の間の偏向を撤廃している，③ 理由づけされた決定が即座
に公表，普及され，将来の決定のための前例として役に立つ，④ 過程がオー
プンで透明性があると見なされている，⑤ 決定に拘束力がないという事実が，
汚職に対する誘惑を撤廃している（理由：片方の当事者が仲裁人に賄賂をした
ことが信じられた場合，他方の当事者は簡単に決定を拒否することができ，そ
のお金が浪費となるからである），⑥ 労働紛争の当事者双方が問題を早急に解
決したいという強いインセンティブを持っている一ーストライキ真最中に裁判
で長く争うことは，労働者の給与と使用者の生産性にコストがかかる62¥
こうした国際的に高く評価されている仲裁評議会を，カンボジアの関係者が
どのように見なしているのかについて，以下，専門家と当事者（使用者と労働
者）の見解を紹介する。
1. 専門家の評価
仲裁評議会財団は，仲裁評議会が成功した理由として，① 両方の当事者か
ら聴聞することによるその過程の公平性，② パネルが中立的な仲裁人議長に
より主宰されている独立性，③ 労働法にしたがう原則的な制定法の解釈に導
かれた合法性，④ 聴聞と登録から15日以内に裁定するという能率性，⑤ 仲裁
的裁定のハードコピー編集とウェブサイト上にクメール語と英語で仲裁評議会
の決定を公表することによる透明性の 6点を挙げている63)。
62) [Hamilton] 52. 
63) 『年次報告書』10頁。
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政府から推薦された仲裁人のひとりであるパンニャストラ大学のコン・パ
ラック教授は，仲裁評議会の性格を， 三者間，独立的，効果的，専門的，準司
法的な機関であるとしたうえで，仲裁評議会による労働紛争の解決は，「カン
ボジアにおいてよく機能している紛争メカニズムの力強い事例」であると見な
している64)。王立法律経済大学のモム・シラックボース教授は，「カンボジ
ア・デイリー」 (2010年8月8日付）で「仲裁評議会は，使用者と労働組合が
紛争を解決するために，汚職から自由で，独立し，決定作業が透明であること
を考慮している極めて稀な国家機関のひとつである」とのべている65)0 
カンボジアの専門家も，国際的な評価とほとんど同じような理由で，仲裁評
議会を好意的に評価していることが分かる。
2. 当事者の評価
ここでは，カンボジア経済研究所が2010年5月に調査してまとめた『最終報
告書：カンボジア仲裁評議会財団のための基礎研究j66) (以下，『基礎研究』と
略）を紹介し，労使双方の仲裁評議会に関する評価について見たい。『基礎研究』
は，「仲裁評議会と仲裁評議会財団がサービスの効果を理解，評価し，今後の
サービスの改善方法を確認すること」を目的として，プノンペンと 5つの州で，
縫製，接客と観光，製造と建設などの経済部門から，使用者／使用者の代表と
労働者（労働組合，労働組合連盟／連合）を対象に実施したサンプル調査（ア
ンケートによる質問と特定集団による議論）の結果を分析したものである67)。
『基礎研究』によれば全般的に，労使の多くが，仲裁評議会の独立性，信用
性，効果について強い信頼を持っており，公式の裁判制度よりも独立性がある
64) 「仲裁評議会は法的および司法的改革のモデル」という元労働・職業訓練大臣の
言葉も紹介している [Kong2010] 168。
65) 『年次報告書』 28頁。
66) Final Report: Baseline Study for the Arbitration Council Foundation (Economic 
Institute of Cambodia, Phnom Penh, Cambodia, August 2010). 
http:/ /www.arbitrationcouncil.org/Documentation/REPORT / AC阿620Baseline%20Study.
pdf 
67) 『基礎研究』4-11頁。
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と評価している。その理由として，① 素晴らしい質のサービス，② アクセス
しやすく利用者に好意的，③ 労働紛争解決のサービスを提供する高い能力，
④ 仲裁人の労働法や労働紛争解決に関する知識，⑤当事者が意見と証拠を示
す平等の機会が与えられている事実などが挙げられている68)。
具体的に見ると，仲裁評議会による紛争解決過程については，仲裁人の選択
が透明であると見なされており，その理由として，仲裁人リストから当事者が
仲裁人を選択できることにより，当事者が正義の発見に自ら貢献する実感を持
てることがのべられている69)。調停の過程についても，仲裁過程の間に解決さ
れる必要がある紛争事例の数を減少することができる，当事者双方が交渉する
時間が持てるという理由で積極的に認める傾向がある。また，仲裁的裁定は，
証拠や法律に基づいての決定，証拠を提出し自分の意見を主張できる機会を有
するという点で積極的に受容されている70¥
労使双方が，仲裁評議会は労働紛争を解決する独立した機関であると見なし
ている。その理由として，主に，① 仲裁人の能力（事実，証拠および関連す
る法律に基づく紛争の解決），② 仲裁人の選択制度 (3人の仲裁人の存在によ
り，仲裁人は労使双方に偏りがない）ことがのべられている。さらに，仲裁評
議会は，国際的なドナーから基金を受けているという事実により，あらゆる政
党だけでなく政府機関に対して偏りがないと一般的に見なされている。裁判所
では裁判官を選ぶことができないが仲裁評議会では仲裁人を選ぶ権利がある，
裁判所における紛争解決サービスに対する時間と高額な費用などが理由で，裁
判所よりも仲裁評議会の方がすぐれていると考える当事者も多い71¥
仲裁評議会の効果に関して，労使双方のほとんどが，仲裁評議会の紛争解決
を受け入れている。その理由は，拘束力のない裁定が選ばれた場合でも，裁定
はさらなる議論と交渉のために利用することができるからでる。裁定は裁判所
68) 「基礎研究』 107-108頁。
69) 仲裁者として選ぶ人数が少ない，選ばれた仲裁者が理由もなく欠席するという不
満の少数意見もあった。
70) 「基礎研究』 102-104頁。
71) 「基礎研究』 104-105頁。
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におけるさらなる判断にとって協力的な文書として利用される，裁定は法的に
ロックアウトを実行するための証拠や参照として利用されるという意見もあっ
た72)。仲裁評議会は素晴らしい機関であると評価する理由のひとつとして，労
働紛争の解決に豊富な経験を有する，即座に紛争を解決する技術と法律知識に
長けている，分かりやすい言葉使いをする仲裁人の能力も挙げられている73¥
こうした好意的な評価から，労使双方は，将来的に労働紛争が起きた場合に
も，公平に紛争を処理する仲裁評議会のサービスを積極的に利用したいと考え
る者がほとんどであった。もちろん，すべての使用者と労働者が仲裁評議会に
親しみを持っているわけではなく，その理解度や情報量について格差がある74¥
労働組合連盟／連合は，労働組合や使用者の代表と比べて，仲裁評議会につ
いての情報や知識を豊富に有している。それに比例するように，労働組合連
盟／連合の大多数が仲裁評議会に親しみを感じている一方で，使用者の方はそ
れほどでもない。仲裁評議会の中立性を信じている人が多数の中で，仲裁評議
会が使用者側に偏る傾向があると見なしている者もいる75)。
紛争の当事者である労使双方が，仲裁評議会を快く歓迎しており，その理由
も国際的な評価やカンボジアの専門家による評価とほとんど同じである。若干
異なる点は，アクセスの容易性，紛争解決に向けての当事者意識の向上（仲裁
人の選択，仲裁過程における意見表明）を労使双方が挙げていることである。
労使の間にも，微妙な評価の違いが見られた。使用者よりも労働者側の方が，
仲裁評議会に対して好感をもって見つめている。
第5章仲裁評議会の影響
カンボジアで初めての公式の仲裁機関である仲裁評議会が， 2003年5月に活
動を開始して以降，カンボジアにおける人権の保護・促進に与えてきた影響と
72) 「基礎研究』106頁。
73) 「基礎研究』106-107頁。
74) 「基礎研究』107頁。
75) 「基礎研究』 110-113頁。
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して，次の 5点を指摘することができる。
第 1に，仲裁評議会は，法的根拠に裏づけられた紛争解決機関にもかかわら
ず，法律に基づく裁判制度によって紛争を解決し当事者の権利が保障されるよ
りは，（仲裁人や調停人の関与も含めた）当事者間の対話や当事者とその問題
関心共有者の連帯を通じた社会運動により，紛争が解決し権利が保障される可
能性が高いことである。アドラーとウールコックの表現を借りれば，「法の支
配なきーーまたは少なくともそれに先立つ—ー一正義」76) の追求と実現が， より
一般的になるということでもある。カンボジアのように， 一握りの権力者が法
を選択的に適用し，人権を制度的に保障する基盤が物的・人的に脆弱な社会で
は，司法による法的正義の実現はさほど期待できない77)。その代わりに，スト
ライキ，ボイコット，アドボカシーなどの多様な戦略的手段を行使した国際的
連帯を含む社会運動により，権利を獲得していくことが定着しつつある。法制
度を巧みに利用しながらも，法的正義の執行に対するオルタナティブとしての
交渉や運動による人間の善き生と社会正義の実現ー一これも，カンボジア的な
彩りを持った人権を実現するメカニズムである。
第2に，仲裁評議会による労働紛争の解決が，カンボジアに制度化された新
しい和解の文化を構築していることである。「カンボジアの文化と法システム
は，伝統的に対立的な紛争をめぐる調停と調整が好まれてきた。したがって，
和解による解決は規範である」78)といわれる。しかし，伝統的な和解はその過
程が不透明で，得てして権威や権力をもつ当事者に有利なかたちで結論が出さ
れることが多い。仲裁人の中立性と専門性，仲裁評議会の独立性，紛争解決過
程の透明性は，そうした問題点を克服している。その意味での新しい和解の文
化が，仲裁評議会の活動により芽生え始めており，労使双方にも信頼を寄せら
れている。このような制度化された新しい和解による紛争解決の浸透は，カン
ボジアの伝統を踏まえた新しい人権を実現する文化の創造と見なせる。
76) [Adler and Woolcock 2009] 186. 
77) この点については， [Adler, Porter and Woolcock 2008] を参照。
78) [United States Department of Commerce 2006] 53. 
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第 3に，仲裁評議会が，暴力の文化を平和の文化へと転換する制度的装置と
なっていることである。 20年以上の内戦が続いたカンボジアでは，暴力の行使
や暴力による紛争の解決が社会に根強く残っている。労働紛争の解決という分
野に限られてはいるが，仲裁評議会の活動の積み重ねにより，（非合法な）ス
トライキは減少し，交渉や対話という平和的な（非暴力的な）手段で紛争を解
決することが一般化してきた。
第4に，仲裁評議会の実践が，当事者（特に仲裁評議会を利用した労働者）
の間に権利意識を向上させる契機となっていることである。それは，当事者が
仲裁評議会を評価する理由として，当事者自身が仲裁者の選択や仲裁過程で意
見を表明することができる点を挙げていたことに象徴されている。紛争が生じ
た場合に，泣き寝入りすることがなく，また，仏教のカルマ理論の運命論的解
釈から諦めることもなく，交渉や調停およびストライキやアドボカシーといっ
た権利の行使も日常的に見られるようになりつつある79)。それは，仲裁評議会
の事件の受理数が増加している点にも窺われる。権利意識の向上は，人権を尊
重し，保護・促進する文化を育む精神的な基礎となるものである。仲裁評議会
は，カンボジアにおける権利意識の向上という実践的な人権教育の機会を提供
している。
最後に，政府が「法による支配」を強化してきたカンボジアにおいて，仲裁
評議会の活動が「法の支配」を確立していくうえでの一里塚になっていること
である。これは特に，松尾弘が「柔軟化された法の支配」として提唱する 4つ
の重層構造を持つ「重層的・段階的・動態的概念としての法の支配」80)を浸透
79) 事例 3で紹介した事件で，ストライキに参加した女性労働者は，プノンペン・ポ
スト紙のインタビューに対して，「会社にとってお金は重要ではないし，私にとっ
てもそうである。私は，会社に法律と会社のブランドを促進している女性を尊重し
てほしい。私たちが会社のために働いたとしても，私たちには権利がある」と語っ
ている (MayTitthara and Vincent Micsaac, Beer girls triumph as payment 
promised, Phnom Penh Post, 10 Aug 2011)。
80) 松尾は「重層的・段階的・動態的概念としての法の支配」を，「社会のルールを
一般的に遵守する態度の涵養に立脚して，法的ルールを明確化し，確実かつ公平に
適用・執行し，その正当性を不断に検証するシステムの構築に向けて，社会構成／
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する過程として把握することが可能である。それは，仲裁評議会が裁定を公開
して判断の根拠に対する説明責任を果たしている点，裁定が「先例」として法
的判断の基準を確立している点81)' そして労使双方が仲裁評議会の能力に対し
て信頼を寄せている点に見て取れる。その意味で，仲裁評議会の活動は，独立
した司法による個人の人権保障を中核とする伝統的な「法の支配」概念を拡張
する現象として捉えることができる。
おわりに
仲裁評議会は，カンボジアの労働法に根拠を置きつつも， ILOという国際
機関の援助を受けて構想され，十分には機能しない既存の司法に対するオルタ
ナティブな仲裁裁判所として設立され，運営されてきた。そのため，最終的に
は裁判所による紛争解決という方法を担保として持ちながら，合法的なストラ
ィキやロックアウトという示威行動の手段を認め，当事者を再び交渉や調停に
引き戻すことによる合意という道を残していた。それは，仲裁評議会による裁
定に「拘束力のある裁定」と「拘束力のない裁定」があり，その選択を当事者
に委ねるという仕組みにも表れていた。この 2点が，カンボジアにおける集団
的労働紛争の処理手続の最大の特徴であった。実際上も，当事者の多くは拘束
カのない裁定を選択し，拘束力のある裁定が出されることは少なく，それが裁
判所で執行されることはほとんどない。しかし，理由を付したすべての仲裁的
裁定は公表され， 一種の先例として当事者による紛争解決の参照枠となってい
る82)。
こうした特色を持つ仲裁評議会の活動は，国内外の専門家から，① 仲裁人
の選択の中立性と透明性，② 仲裁人の専門性と独立性，③ 紛争解決の迅速性
＼員によってたえず努力が払われている状態」と定義する［松尾 2006]155頁。「柔
軟化された法の支配」については，［松尾 2009]235-237頁も参照。
81) この点は，仲裁評議会の裁定が労働法の言葉の曖昧性を確定し，労働法の正しい
執行にも寄与している [Kong2012a] 288-289, 311。
82) 仲裁的裁定の公表が，カンボジア社会に与える影響については， [Adler2006] 
を参照。
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と能率性，④ 裁定の公開性と説明責任などの諸点から，高く評価されている。
紛争の当事者である労使双方についても，温度差はあるものの，概して好感を
持っており，アクセスの容易性，紛争解決に向けての当事者意識の向上といっ
た理由が専門家とは異なる評価点であった。
労働法を根拠としながらも，裁判所における司法的決着ではなく，当事者に
よる交渉や調停という話し合いによる紛争解決に重きを置いて制度化された仲
裁裁判所である仲裁評議会は，「法の支配と組織された労使間の社会的対話の
ためのフォーラムとのハイブリ ッドな機関である」83)といわれる。この点は，
1993年に新憲法が採択されて自由民主主義体制の道のりを歩み始めたカンボジ
アが，与党である人民党の勢力が強化されるにともない，民主主義的な要素と
権威主義的な要素が混在する「ハイブリッド体制」84)へと移行してきた点と平
仄が一致するように思われる85)。こうした民主主義社会への移行期にあるカン
ボジアにおいて，仲裁評議会は，法に依拠する制度でありながら司法による法
的正義の実現に頼るよりも，対話のフォーラムを通じた社会正義の実現を重視
する「ハイブリッドな機関」として，最も成功しているカンボジアのユニーク
なADRであると位置づけることができる。
タマハナは「社会の優先性と法と開発の挫折」と題する名古屋大学での講演
(2009年）で，「社会における紛争の解決といえば，国家が制定した法と裁判所
の役割と捉えられがちであるが，多くの発展途上国において法律と司法府が機
能せず，その改革にも失敗しているとすれば，むしろ共同体には国家のそれに
代わる規範と紛争解決手段が存在するだろうし，それらを強化するほうが効果
的である」86)とのべた。この表現を援用すると，仲裁評議会は，カンボジアと
いう法律と司法府が人権保障という点で十分に機能していない発展途上国にお
いて，伝統的に共同体で機能してきた規範と紛争解決手段を， ILOという国
83) [Adler 2007] , [Adler and Woolcock 2009] 180-181. 
84) この点については， ［山田 2008] を参照。
85) もちろん，労働法を含めカンボジアの法制度そのものがハイプリ ッドな制度であ
る点も大いに影響している。この点については， [Kong 2012b] 8, 22を参照。
86) [タマハナ （四本監訳） 2011] v-vi。
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際機関の技術援助による新たな国際労働（または人権）基準の導入という方法
で補足的に強化し，最も効果的に機能している ADRと見なすことができよう。
これは，カンボジアの紛争解決における伝統的な裁判外の非公式制度を巧みに
公式制度へと接合した，カンボジア的な「中間地点の錬成」87)の成功事例であ
ると捉えることもできる。
その意味で， BetterFactories Cambodiaと呼ばれるカンボジアの縫製工場
の労働改善プロジェクトの成功経験をモデルとして， ILOが労働基準の遵守
を支援するプロジェクトを多くの国で展開するようになったことと同じように，
労働紛争解決のための仲裁機関として立ち上げられたカンボジアの仲裁評議会
は，他の（特に司法が機能不全に陥っている）国にとって，自国の文脈に適合
して受容するためのモデルとして学ぶに値する ADRであり，司法とは異なる
もうひとつの人権を実現する制度である。
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